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【資料１】アドバイザリー委員会設置趣旨について

令和４年１２月１日 「フレイル予防のポピュレ―ションアプロ―チに関する声明と提言」

（フレイル予防啓発に関する有識者委員会：葛谷雅文委員長）

【参考資料１】

令和５年９月８日 フレイル予防推進会議準備会（第１回ー第５回）

ー令和６年７月１２日

令和６年７月２４日 第１回フレイル予防推進会議総会及び実行委員会開催

【参考資料２、３，４．５．６】

令和６年１１月２２日 第２回フレイル予防推進会議開催（予定）

【参考資料１】「フレイル予防のポピュレ―ションアプロ―チに関する声明と提言」概要

【参考資料２】フレイル予防推進会議規約

【参考資料３】フレイル予防推進会議構成員名簿

【参考資料４】部会等組織図

【参考資料５】当面の活動について

【参考資料６】第１回フレイル予防推進会議の概要（保健衛生ニュースによる報道記事）



○フレイルの概念・特徴と構造

●フレイル（虚弱）とは、加齢により

体力や気力が弱まっている状態

●日常生活活動や自立度の低下を

経て、要介護の状態に陥っていく

●健常と要介護の中間の時期であり、

複数の要因によって負の連鎖に陥り

やすい状態（特に社会参加の低下

も早期の段階から大きな影響を及ぼす）

●しかし、適切な介入や日常生活の工夫

により機能を戻せる時期（可逆性）

○フレイル予防のポピュレーションアプローチの重要性

● 2040年には、85歳以上人口が1000万人を超える。ハイリスクアプローチ（フレ

イルになってしまった個々の人への専門職による対応）だけでは不十分

○ポピュレーションアプローチとしての啓発における行動指針

● 「栄養(食事・口腔機能)」 「身体活動(運動を含む)」 「社会参加(社会活動)」

この三本柱を意識した日常生活の工夫が重要（１つより２つ、２つより３つの方

がより大きな効果をもつ）

○フレイル予防のポピュレーションアプローチの展開手法

●行政、産業界・教育界などの各分野が一体的に取り組むことが重要

●住民の自助互助の生み出す力を大切にした一次予防（住民への啓発）とゼ

ロ次予防（自然に予防できるような環境の整備）の組み合わせが重要。

●各実践現場の担当者がフレイルの特徴、構造や行動指針のエビデンスを正しく

理解し、下記のようなフレイル予防の特性に留意した新たな手法の開発が重要

・フレイルの認知度の普及を推進 ⇒標語の設定や条例の制定

・質問や計測という手法による地域住民の「気づき」による行動変容が重要

・住民の自助・互助の活動の生み出す力を適切に見守りつつ、行政が側面

から支援するという姿勢が重要

・行政と連携した産業の役割が大きい⇒産業による啓発活動⇒更には国の

ヘルスケアサービス振興策に沿ったフレイル予防のビジネスモデルの展開を期待  

⇒また、フレイル予防を起点とする情報システムの開発も期待

・超高齢化・人口減少の先行地域でのフレイル予防の対応からまちづくりへの

展開は、全国に向けての貴重な参考。その手法の開発に期待

・ゼロ次予防として、フレイル予防に適した食品の開発、歩きやすいウォーカブル

な環境等の様々な対応が重要

・高齢者の就労は、フレイル予防につながる一方、好ましい就労の在り方にも

留意が必要

○フレイル予防政策の体系化が重要 特に、ポピュレーションアプロー

チとハイリスクアプローチの連携

○フレイル予防に関するデータの解析やポピュレーションアプローチの

効果の計測などの調査研究の重要性

【資料１参考資料１】フレイル予防のポピュレーションアプローチに関する声明と提言 【概要】
フレイル予防啓発に関する有識者委員会（令和４．１２．１）

幅広い関係者によるフレイル予防推進活動への提言

1. フレイル予防のポピュレーションアプローチは大きな可能性を持っている

2. 超高齢・人口減少社会において、今なすべきことの一つは、国を挙げたフレイル予防の
ポピュレーションアプローチである

3. フレイル予防推進会議（仮称）の設置を求める

フレイルの概念（葛谷雅文. 日老医誌 46:279-285, 2009より引用改変）

フレイル予防につながる三本柱（東京大学高齢社会総合研究機構・飯島勝矢 作図）
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フレイル予防推進会議規約

（名称）

第1条 本会議は、「フレイル予防推進会議」と称する。 

（所在地）

第２条 フレイル予防推進会議は、所在地を東京都港区虎ノ門１丁目21番19号東急虎ノ門ビル３階 一般財団法人 

医療経済研究・社会保険福祉協会内に置く。

（目的）

第３条 フレイル予防のポピュレーションアプローチの重要性に鑑み、各界の代表者が会議を設置し、各界各層

に向けてフレイル予防のポピュレーションアプローチの啓発と普及の活動を展開することを目的とする。

（活動内容）

第４条 本会議は、第３条の目的を達成するために、次の活動（以下「活動」という。）を行う。

（１）フレイルの概念及びフレイル予防のポピュレーションアプローチにおける啓発の活動

（２）効果的なフレイル予防のポピュレーションアプローチの手法の開発と普及の活動

（３）その他フレイル予防のポピュレーションアプローチの効果の計測等フレイル予防のポピュレーションアプ

ローチの効果的な普及のための活動

（構成員）

第５条 第３条に定める本会議の目的に賛同し、本事業推進に協力を表明した地方公共団体、産業関係法人等法

人及び有識者で、実行委員会で承認した者とする。

（参考１）本会議の構成員は、地方公共団体及び法人については、代表責任者（団体を代表する権限を

有する者）とすることを基本とする。総会への代理出席は認める。 4

【資料１参考資料２】



（組織）

第６条 本会議に会長を置く。

２ 会長は総会において選出する。

３ 会長は本会議を 総理する。

４ 本会議に、事業運営上必要な事項について決定する実行委員会及び学術面の助言等を行うアドバイザリー委員会を

置く。

５ 実行委員会は、本会議に部会及び作業委員会を置くことができる。

（参考２）実行委員会決定事項

（１）部会として、総合調整部会、行政部会、産業部会を設置し、行政部会は、都道府県分科会及び市町村分科

会を設置することができる。

（２）行政部会の下に、作業委員会を設置する。

（３）総合調整部会は、実行委員会での決定事項の原案を作成するとともに、各部会と各作業委員会の活動の総

合調整を行う。

（４）当分の間、実行委員会は、総合調整部会を兼ねるものとする。

（参考３）総会、実行委員会、各部会・分科会・作業委員会は、本会議構成員が団体である場合は代理出席を

認める。

（参考４）本会議を設置する初年度（令和６年度）は、総会は年２回行うが、次年度以降は、総会は、年１回

（秋を目途）開催を原則とする。実行委員会は、必要に応じ開催する。実行委員会の規模がかなり大き

くなった段階で、総合調整部会メンバーを限定し、実行委員会と総合調整部会を切り離すこととなる。
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千葉県 柏市
千葉県 市原市
東京都 文京区
東京都 豊島区
東京都 八王子市
東京都 国立市
東京都 西東京市
神奈川県 平塚市
神奈川県 三浦市
神奈川県 厚木市
神奈川県 湯河原町
山梨県 笛吹市
岐阜県 神戸町

【都道府県】
神奈川県
山梨県
高知県

【市町村】
北海道 奈井江町
宮城県 仙台市
秋田県 秋田市
茨城県 常陸太田市
埼玉県 春日部市
埼玉県 志木市
埼玉県 富士見市
埼玉県 鶴ヶ島市
千葉県 茂原市

フレイル予防推進会議構成員

（注１）神奈川県下については、さらなる参加市町について検討中

岐阜県 輪之内町

岐阜県 安八町
奈良県 生駒市
和歌山県 紀の川市
鳥取県 境港市
徳島県 那賀町
高知県 大豊町
高知県 仁淀川町
福岡県 飯塚市
沖縄県 北中城村

（自治体）

【資料1参考資料３】



（企業）

イオン株式会社

キユーピー株式会社

株式会社マルタマフーズ

伊藤ハム株式会社

日清オイリオグループ株式会社

株式会社ニッスイ

株式会社ニチレイフーズ

ハウス食品グループ本社株式会社

はごろもフーズ株式会社

フジッコ株式会社

株式会社明治

株式会社ロッテ

飯島 勝矢
東京大学高齢社会総合研究機構長
未来ビジョン研究センター教授

岡本 茂雄
国立研究開発法人 産業技術総合研究所招聘研究員

神谷 哲朗
東京大学高齢社会総合研究機構学術専門職員
（一財）医療経済研究・社会保険福祉協会客員研究員

小松 仁視
NPO法人フレイルサポート仁淀川理事

清水 浩一
（一財） 医療経済研究・社会保険福祉協会常務理事・
医療経済研究機構政策推進部部長

辻  哲夫
（一財） 医療経済研究・社会保険福祉協会理事長

服部 真治
（一財） 医療経済研究・社会保険福祉協会
医療経済研究機構政策推進部研究事業担当部長・
研究部主席研究員

矢島 鉄也
（公財） 日本健康・栄養食品協会理事長
（一財）医療経済研究・社会保険福祉協会医療経済研究機構
政策推進部企画戦略担当部長

（学術関係）



アドバイザリー
委員会

フレイル予防推進会議

普及啓発

作業委員会

情報システム等
作業委員会

産業部会

住民主体啓発

作業委員会

実行委員会

（総合調整部会
兼務）

構成：フレイル予防推進
会議参加の行政関係者
（産業部会からオブザーバー参加）

構成：フレイル予防推進
会議参加の行政関係者
（同左）

構成：フレイル予防推進
会議参加の行政関係者
（同左）

構成：フレイル予防推進
会議参加の企業関係者

開催：第1回は各団体の実質責任者（局
長・部長等）が出席し、ハイブリッド
で開催。
第2回は参加団体の責任者がハイブリッ
ド方式で参加し、プレス等の傍聴を想
定する。

構成：当初は少なくともフレイル予防推
進会議発起人会メンバー（学術関係委員
を含む）が移行。

構成：フレイル予防啓発に関する
有識者委員会の委員を中心に構成

※行政部会は、必要に応じて都道府県
分科会、市町村分科会を設置する

構成：当面、県、市町村、企業、学術
者で構成。また住民関係団体のオブ
ザーバー参加を求める。

【資料１参考資料４】 フレイル予防推進会議構成図

行政部会



普及啓発

作業委員会関係

情報システム等

作業委員会関係

住民主体啓発

作業委員会関係

• フレイル予防住民啓発パンフレット及び説明問答集の監修につ
いてアドバイザリー委員会に諮る。

• フレイル予防のポピュレーションアプローチを推進するための
職員用基本問答集案を精査する。

• アドバイザリー委員会の監修を経て、第２回推
進会議で啓発パンフレット等の正式決定を行い、
普及を図る。

• 職員用基本問答集を決定し、普及を図る。

第2回フレイル予防推進会議までの活動 第2回フレイル予防推進会議及び会議以降の活動

• フレイル予防啓発パンフレット及び説明問答集の案を活用し、
関係方面への説明等により、広報啓発を行うとともに、フレイ
ル予防推進会議の拡大呼びかけを各方面に行い、フレイル予防
推進会議の拡充を図る。

• フレイル予防推進会議の新たな構成員を承認す
る。

• フレイル予防推進会議及び同構成員が行う各方
面への普及活動の方針を決定する。

• 後期高齢者の質問票を活用した通いの場等での住民主体のフレ
イル予防のポピュレーションアプローチの手法の開発やモデル
的実践の検討を行う。

• これまでフレイルの概念を必ずしも用いていなかったが、住民
主体でのまちづくりの手法による介護予防のポピュレーション
アプローチを行ってきた自治体が、新たにフレイルの概念を導
入する場合のモデルな実践とその学びに取り組む。

• フレイル予防推進会議事務局が中心となってフレイル情報の収
集、解析等のシステムの開発検討を行う

• フレイル予防のポピュレーションアプローチの効果計測等につ
いて実践的な研究を行う。

• 情報システム等及び住民啓発に関する検討状況
をフレイル予防推進会議全体で共有し、同会議
としての取組方針を確認する。

• 確認した取組方針に基づき、フレイル予防のポ
ピュレーションアプローチの手法の開発やモデ
ル的実践等を進める。

【産業部会】
• 総合調整部会と連携しつつ、フレイル予防サービス振興会（仮
称）及び認証サービス制度の導入について検討する。

• フレイル予防サービス振興会（仮称）の設置等
についての検討状況を総合調整部会を通してフ
レイル予防推進会議全体で共有し、同会議とし
ての取組方針を確認する。

【行政部会】

【資料１参考資料５】 当面の活動について



【参考資料６】週刊保健衛生ニュース （令和6年8月5日）







フレイル予防推進会議アドバイザリー委員会名簿
＜敬称略＞

氏 名 ご 所 属

飯島 勝矢 東京大学高齢社会総合研究機構 機構長・未来ビジョン研究センター 教授

岡本 茂雄 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 招聘研究員

神﨑 恒一 杏林大学医学部高齢医学 教授、日本老年医学会 理事長

葛谷 雅文 名古屋鉄道健康保険組合 名鉄病院 病院長、名古屋大学名誉教授 ＜委員長＞

近藤 克則 千葉大学予防医学センター 特任教授、一般財団法人医療経済研究・社会保険福祉協会 医療経済研究機
構 研究部長

野口 緑 大阪大学大学院医学系研究科社会医学講座 特任准教授

藤原 佳典 東京都健康長寿医療センター研究所副所長

宮地 元彦 早稲田大学 スポーツ科学学術院 教授

矢島 鉄也 公益財団法人日本健康・栄養食品協会 理事長、一般財団法人医療経済研究・社会保険福祉協会 医療経
済研究機構 政策推進部企画戦略担当部長

【資料２】



【資料３】諮問内容

フレイル予防推進会議の決定に基づき、同会議が、その活動の基本となる別添

「フレイル予防住民啓発パンフレット（案）」及び「フレイル予防住民啓発パンフレッ

ト説明問答集（案）」をアドバイザリー委員会の監修の下で成案として決定する上

で必要な専門的な観点からのご意見（これらの２つの資料の活用の在り方等、今
後のフレイル予防推進会議の活動の在り方についての意見を含む。）を貴委員会
に求めます。

【参考資料】第１回フレイル予防推進会議総会決定内容



【資料３別添】

・フレイル予防住民啓発パンフレット（案）

・フレイル予防住民啓発パンフレット説明問答集（案）

（注）

〇以上の内容は、インターネットで「フレイル予防のポピュレーションアプローチ」

（https://www.ihep.jp/frail-yobo_meeting/）で検索すると見ることができる。

〇上記 「フレイル予防のポピュレーションアプローチ」からは、フレイル予防のポピュレーショ

ンアプローチの推進に関する地方公共団体担当者向け基本問答集（案）を見ることもできる。
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【資料３参考資料】第１回フレイル予防推進会議総会決定内容

フレイル予防のポピュレーションアプローチの啓発方針について

１．提案理由

最新の知見に基づいた共通の資料を参考とし、全国各地においてフレイル

予防のポピュレーションアプローチを適正かつ円滑に推進する必要がある。

２．提案内容

最新の知見に基づいた共通の資料として別添の「フレイル予防住民啓発パンフ

レット及びフレイル予防住民啓発パンフレット説明問答集」の案に基づきフレイル

予防推進会議アドバイザリー委員会の監修の下で成案を作成し、これらを参考

としてフレイル予防のポピュレーションアプローチの啓発を推進することを第２回

フレイル予防推進会議において決議することを目指す。

16


	スライド 1: 第１回フレイル予防推進会議アドバイザリー委員会議事次第 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和６年９月５日 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　オンライン会議 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	スライド 2: 【資料１】アドバイザリー委員会設置趣旨について
	スライド 3
	スライド 4: フレイル予防推進会議規約
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7: （企業）
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10: 【参考資料６】週刊保健衛生ニュース　（令和6年8月5日）  　　　　
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14: 【資料３】諮問内容
	スライド 15: 【資料３別添】　
	スライド 16:   【資料３参考資料】第１回フレイル予防推進会議総会決定内容  　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

